
工 業 用 水 道 事 業 特 別 会 計



（総　則）

第１条　令和２年度国東市工業用水道事業特別会計の予算は、次に定めるところによる。

（事業の予定量）

第２条　業務の予定量は、次のとおりとする。

　（１）　　給水事業所数 ３ 社

　（２）　　年間総給水量 ㎥

　（３）　　一日平均給水量　　　 ㎥

（収益的収入及び支出）

第３条　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

収　　　入

　第１款　　工水事業収益 千円

　　第１項　　営業収益 千円

　　第２項　　営業外収益 千円

支　　　出

　第１款　　工水事業費用 千円

　　第１項　　営業費用 千円

　　第２項　　営業外費用 千円

　　第３項　　予備費 千円
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（資本的収入及び支出）

第４条　資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支出額に対し不足する５，０００千円は、

　過年度分損益勘定留保資金５，０００千円で補填するものとする。）

収　　　入

　な　　し

支　　　出

　第１款　　資本的支出 千円

　　第１項　　建設改良費 千円

　　第２項　　予備費 千円

（一時借入金）

第５条　一時借入金の限度額は５０，０００千円と定める。

（予定支出の各項の経費の金額の流用）

第６条　予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

　（１）　　営業費用　と　営業外費用

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

第７条　次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、又はそれ以外の経費をその経費の金額

　に流用する場合は、議会の議決を経なければならない。

　（１）　　職員給与費 千円

令和２年　２月２５日　　　提出

国東市長　　三　河　明　史
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収益的収入及び支出
収　　　入

（単位：千円）
款 項 目 予 定 額 備　考

 1　工水事業収益 25,622
 1　営業収益 23,587

 1　給水収益 23,587
 2　営業外収益 2,035

 1　受取利息及び配当金 621
 5  長期前受金戻入 1,413
 6　雑収益 1

支　　　出
（単位：千円）

款 項 目 予 定 額 備　考
 1　工水事業費用 25,622

 1　営業費用 16,659
 1　取水及び送水費 3,454
 2　配水及び給水費 550
 3　総係費 7,891
 4　減価償却費 4,753
 5　資産減耗費 0
 6　その他営業費用 11

 2　営業外費用 2,010
 2　消費税及び地方消費税 2,000
 3　雑支出 10

　  3　予備費 6,953
 1　予備費 6,953

資本的収入及び支出

収　　　入

な　　　し
支　　　出

（単位：千円）
款 項 目 予 定 額 備　考

 1　資本的支出 5,000
 1　建設改良費 0

 2　施設改良費 0
 2　予備費 5,000

 1　予備費 5,000

令和2年度　国東市工業用水道事業特別会計予算実施計画
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1

2

3

（単位：千円）

0

4,753

0

　固定資産の取得による支出

　小　計

　未払金の増減額（△は減少）

9,923

資金期首残高

43,816

33,272

0

0

　企業債償還による支出

資金期末残高

資金増減額合計

令和２年度　国東市工業用水道事業特別会計予定キャッシュ・フロー計算書

（令和２年４月１日から令和３年３月３１日まで）

10,544

　受取利息及び受取配当金

　長期前受金戻入額

　業務活動によるキャッシュ・フロー

投資活動によるキャッシュ・フロー

△ 1,413

△ 362

621

　当年度純利益

　未収金の増減額（△は増加）

　固定資産除却費 0

　一時借入による収入

　一時借入金返済による支出

0

0

　繰延勘定の取得による支出

0

財務活動によるキャッシュ・フロー

　施設整備に係る出資金収入

　企業債の借入による収入

　長期運用委託金の積立による支出

　投資活動によるキャッシュ・フロー

　施設整備補助金等収入 0

7,391

0

175

0

0

0

10,544

0

0

　財務活動によるキャッシュ・フロー

0

業務活動によるキャッシュ・フロー

　受取利息及び受取配当金 △ 621

　減価償却費

　支払利息

　引当金の増減額（△は減少）

　固定資産の売却による収入
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１． 総    括

特別職
(人)

報酬
（千円）

給料
（千円）

手当
（千円）

計
（千円）

1 (0) 2,692 1,354 4,046 1,476

－ 1 (0) － 4,047 2,908 6,955 2,278

0 1 (0) 0 △ 1,355 △ 1,554 △ 2,909 △ 802

※ 法定福利費等については、退職手当組合負担金を含む。

※ （　　）内は短時間勤務職員で内数。

※ 会計年度任用職員はなし。

扶養手当 通勤手当 時間外勤務手当 管理職手当 期末勤勉手当 賞与引当金繰入額 管理職特別勤務 児童手当

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） 手当（千円） （千円）

22 137 300 35 571 289 0 0

216 79 400 0 1,175 594 0 120

△ 194 58 △ 100 35 △ 604 △ 305 0 △ 120

２． 給料及び手当の増減額の明細

－

63

△ 1,418

－

△ 1,554

令和2年度　国東市工業用水道事業特別会計予算給与費明細書

区　　　　分

職　員　数 給　　与　　費 ※法　定
福利費等
（千円）

合　計
（千円）一般職

(人)

本年度 5,522

前年度 9,233

比　較 △ 3,711

手当の内訳

区　分
住居手当

（千円）

本年度 0

前年度 324

比　較 △ 324

区分
増 減 額
(千円)

増　減　事　由　別　内　訳
　　　　　　　　　　(千円)

説　　明 備　　考

給料 △ 1,355

給与改定に伴う増減分

昇給に伴う増加分

その他の増減分 異動等

手当 △ 1,554
制度改正に伴う増減分

その他の増減分 異動昇給等
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３． 給料及び手当の状況

(１) 職員１人当たり給与

(２) 初　　任　　給

高 校 卒

大 学 卒

154,900 154,900 154,900 154,900

188,700 188,700

区　　　分
一般事務職

(円)
技能労務職

(円)

一 般 会 計 の 制 度

一般行政職(円) 技能労務職(円)

平成３１年１月１日現在

平均給料月額(円) 331,500 －

平均給与月額(円) 413,956 －

平 均 年 齢 (歳) 40.67 －

区　　　　　　　　分 一般事務職 技能労務職

令和２年１月１日現在

平均給料月額(円) 339,200 －

平均給与月額(円) 418,990 －

平 均 年 齢 (歳) 41.67 －
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(３) 級別職員数

級

７ 級 (0) (0) (0) (0)

６ 級 (0) (0) (0) (0)

５ 級 (0) (0) (0) (0)

４ 級 (0) (0) (0) (0)

３ 級 (0) (0) (0) (0)

２ 級 (0) (0) (0) (0)

１ 級 (0) (0) (0) (0)

計 (0) (0) (0) (0)

７ 級 (0) (0) (0) (0)

６ 級 (0) (0) (0) (0)

５ 級 (0) (0) (0) (0)

４ 級 (0) (0) (0) (0)

３ 級 (0) (0) (0) (0)

２ 級 (0) (0) (0) (0)

１ 級 (0) (0) (0) (0)

計 (0) (0) (0) (0)

　　　　　（　　）内は、再任用短時間勤務職員で外数

(級別の基準となる職務)

区　　分

副主幹又は係長の職務

５ 級 主幹の職務

６ 級 課長、参事又は課長補佐の職務

７ 級 困難な業務を行う課長及び参事の職務

職務の級 職            務

一般事務職

１ 級 主事の職務

２ 級 主任の職務

３ 級 主査の職務

４ 級

１ 級

1 100.0 計

３ 級

２ 級

５ 級

1 100.0 ４ 級

1 100.0 計

平成３１年１月１日現在

７ 級

６ 級

令和２年１月１日現在

７ 級

２ 級

１ 級

1 100.0 ４ 級

３ 級

６ 級

５ 級

区　　　　分
一　般　事　務　職 技　能　労　務　職

職員数(人) 構成比(％) 級 職員数(人) 構成比(％)
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(４) 昇給

２号給(人)

３号給(人)

４号給(人)

６号給(人)

２号給(人)

３号給(人)

４号給(人)

６号給(人)

(５) 特殊勤務手当

 　支 給 対 象 職 員 １ 人 当 た り
 　平  均  支  給  月  額       （円）

 　代表的な特殊勤務手当の名称

― ―

― ―

―

― ―

区　　　　分 全 職 種 一 般 事 務 職 技 能 労 務 職

　給 料 総 額 に 対 す る 比 率 （％）

　支 給 対 象 職 員 の 比 率    （％）
　（令和2年1月1日現在）

―

比　率　 (Ｂ)／(Ａ)　 (%) 100.0 100.0

前
 
年
 
度

職  　 員 　　数(Ａ)(人) 1 1

昇給に係る職員数(Ｂ)(人) 1 1

号給数別内訳
1 1

比　率　 (Ｂ)／(Ａ)　 (％) 100.0 100.0

2 2

区　　　　　分 合　計 一般事務職 技能労務職

本
 
年
 
度

職  　 員 　　数(Ａ)(人) 2 2

昇給に係る職員数(Ｂ)(人) 2 2

号給数別内訳
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(６) 期末手当・勤勉手当

６月(月分)

2.250
（1.175）

2.225
（1.175）

2.250
（1.175）

　　（　　）内は、再任用職員の標準的な支給率

(７) 定年退職及び応募認定退職に係る退職手当

支　給　率　等 24.586875 無 R2.1.1現在

一般会計の制度
(支給率等)

24.586875 無 R2.1.1現在

(８) その他の手当

区　　　分

扶 養 手 当

地 域 手 当

住 居 手 当

通 勤 手 当 同 －

一般会計の制度との異同 差　異　の　内　容

同 －

同 －

退職時
特別昇給

備　考

33.27075 47.709 47.709
定年前早期退職者特例措置

（2～45％加算）

その他の加算措置等

区　　　分
支　給　期　別　支　給　率 支 給 率 計

（月分）
職制上の段階、職務の
級等による加算措置

備　　考
１２月(月分)

本　　年　　度
2.250

（1.175）
4.500

（2.350）
有

前　　年　　度
2.225

（1.175）
4.450

（2.350）
有

一般会計の制度
2.250

（1.175）
4.500

（2.350）
有

同 －

区　　　分
２０年勤続の者

(月分)
２５年勤続の者

(月分)
３５年勤続の者

(月分)
最高限度
(月分)

33.27075 47.709 47.709
定年前早期退職者特例措置

（2～45％加算）
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（単位：千円）
1　固定資産
　（1）有形固定資産
　　　ｲ) 土　地 11,216 11,216
　　　ﾛ) 建　物 3,206
　　　　 　減価償却累計額 △ 2,475 731
　　　ﾊ) 構築物 138,784
　　　　　 減価償却累計額 △ 91,337 47,447
　　　ﾆ) 機械及び装置 104,375
　　　　　 減価償却累計額 △ 92,580 11,795
　　　ﾎ) その他構築物 25,812
　　　　　 減価償却累計額 △ 23,072 2,740
　　　ﾍ) 車輌及び運搬具 965
　　　　　 減価償却累計額 △ 917 48
　　　ﾄ) 工具器具及び備品 4,263
　　　　　 減価償却累計額 △ 4,050 213
　　　有形固定資産合計 74,190

　(2) 無形固定資産
　　　ｲ)電話加入権
　　　無形固定資産合計 79

　(3) 投資その他の資産
　　　ｲ)長期運用委託金 120,000
　  　投資その他の資産合計 120,000

　　　固定資産合計 194,269

2　流動資産
　 (1) 普通預金 43,816
　 (2) 未収金 2,002

　　　流動資産合計 45,818

　　　資産合計 240,087

資 産 の 部

令和2年度　国東市工業用水道事業特別会計予定貸借対照表
（令和3年3月31日）
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3　固定負債
　 (1) 引当金
　　   ｲ) 修繕引当金 9,970
　　   ﾛ) 退職給付引当金 0
　　   固定負債合計 9,970

4　流動負債
　 (1) 未払金 825
　 (2) 前受金 0
　 (3) 引当金
　   　ｲ) 修繕引当金 0
　   　ﾛ) 賞与引当金 289
　   　ﾊ) 法定福利費引当金 57

　　 　引当金合計 346
　 (4) その他流動負債 0

　   　流動負債合計 1,171

5　繰延収益
　 (1) 長期前受金 79,354
　 (2) 収益化累計額 △ 50,733
　 　  繰延収益合計 28,621

　   　負債合計 39,762

6　資本金
 　(1) 自己資本金 108,697
　 (2) 借入資本金
　　   ｲ) 企業債 0
　　  借入資本金合計 0
　　  資本金合計 108,697

7　剰余金
 　(1) 資本剰余金
　　   ｲ) 再評価積立金 0
　   　ﾛ) 受贈財産評価額 4,836
　　   資本剰余金合計 4,836
　 (2) 利益剰余金
　　   ｲ) 減債積立金 0
　   　ﾛ) 利益積立金 13,050
   　　ﾊ) 建設改良積立金 37,618
   　　ﾆ) 当年度未処分利益剰余金 36,124
　　   利益剰余金合計 86,792

　   　剰余金合計 91,628

　　   資本合計 200,325

　   　負債資本合計 240,087

資 本 の 部

負 債 の 部
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1　営業収益 （単位：千円）
　(1) 給水収益 21,501
　(2) 受託工事収益 0
　(3) その他営業収益 0 21,501

2　営業費用
　(1) 取水及び送水費 2,500
　(2) 配水及び給水費 500
　(3) 総係費 11,433
　(4) 減価償却費 5,331
　(5) 資産減耗費 152
　(6)その他営業費用 10 19,926

営業損失 1,575

3　営業外収益
　(1) 受取利息及び配当金 898
  (2) 長期前受金戻入 1,413
　(3) 雑収益 1,501 3,812

4　営業外費用
　(1) 支払利息 0
  (2) 消費税及び地方消費税 1,500
  (3) 雑支出 10 1,510 2,302

経常利益 3,877

当年度純利益 3,877
繰越利益剰余金 24,856

当年度未処分利益剰余金 28,733

（平成31年4月1日から令和2年3月31日まで）
（税抜き）

令和元年度　国東市工業用水道事業特別会計予定損益計算書
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（単位：千円）

1　固定資産
 　(1) 有形固定資産
　　   ｲ) 土　地 11,216 11,216
　   　ﾛ) 建　物 3,206
　　　　    減価償却累計額 △ 2,403 803
　   　ﾊ) 構築物 138,784
　　　　    減価償却累計額 △ 88,630 50,154
　　   ﾆ) 機械及び装置 104,375
　　　　    減価償却累計額 △ 91,004 13,371
　　   ﾎ) その他構築物 25,812
　　　　    減価償却累計額 △ 22,686 3,126
　   　ﾍ) 車輌及び運搬具 965
　　　　    減価償却累計額 △ 917 48
　　   ﾄ) 工具器具及び備品 4,263
　　　　    減価償却累計額 △ 4,050 213
　   　有形固定資産合計 78,931

　 (2) 無形固定資産
　　　 ｲ) 電話加入権
　　   無形固定資産合計 91

　 (3) 投資その他の資産
　　   ｲ)長期運用委託金 120,000
　   　投資その他の資産合計 120,000

　　固定資産合計 199,022

2　流動資産
 　(1) 普通預金 33,272
　 (2) 未収金 2,002

　   　流動資産合計 35,274

　　   資産合計 234,296

令和元年度　国東市工業用水道事業特別会計予算予定貸借対照表
（令和2年3月31日）

資 産 の 部
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3　固定負債

　 (1) 引当金

　　   ｲ) 修繕引当金 9,970

　　   ﾛ) 退職給与引当金 0

　　   固定負債合計 9,970

4　流動負債
 　(1) 未払金 650
　 (2) 前受金 0
　 (3) 引当金
　　   ｲ) 修繕引当金 0
　   　ﾛ) 賞与引当金 594
　　   ﾊ) 法定福利費引当金 114

　　　 引当金合計 708
　 (4) その他流動負債 0

　　   流動負債合計 1,358

5　繰延収益
   (1) 長期前受金 79,354
　 (2) 収益化累計額 △ 49,320
　   　繰延収益合計 30,034

　　   負債合計 41,362

6　資本金
　 (1) 自己資本金 108,697
　 (2) 借入資本金
　　   ｲ) 企業債 0
　   　借入資本金合計 0

　　   資本金合計 108,697

7　剰余金
　 (1) 資本剰余金
　　   ｲ) 再評価積立金 0
　　   ﾛ) 受贈財産評価額 4,836
　　   資本剰余金合計 4,836
　 (2) 利益剰余金
　   　ｲ) 減債積立金 0
　   　ﾛ) 利益積立金 13,050
　   　ﾊ) 建設改良積立金 37,618
　　   ﾆ) 当年度未処分利益剰余金 28,733
　　   利益剰余金合計 79,401

　　   剰余金合計 84,237

　　   資本合計 192,934

　　   負債資本合計 234,296

負 債 の 部

資 本 の 部
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Ⅰ．重要な会計方針

　平成26年度より、改定後の地方公営企業会計基準を適用して、財務諸表等を作成している。

１．固定資産の減価償却の方法

(１) 有形固定資産(リース資産を除く。)

・減価償却の方法は定額法による。

・主な耐用年数

　建物　　　　　　　　　４０年

　構築物　　　　　　　　２５年～４０年

　機械及び装置　　　　　　８年～１５年

(２) 無形固定資産(リース資産を除く。)

・減価償却の方法は定額法による。

令和2年度　国東市工業用水道事業特別会計に関する注記
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２．引当金の計上方法

(１) 退職給付引当金

　工業用水道事業特別会計は、大分県退職手当組合に対し毎事業年度一定の負担金のみを負担している。積立金の不足等

による追加的な費用負担が発生した場合は、一般会計が全額負担することとしたため退職給付引当金は計上していない。

(２) 賞与引当金

　職員の期末手当及び勤勉手当の支給に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額を

計上している。

(３) 法定福利費引当金

　職員の期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費の支出に備えるため、当年度末における支出見込額に基づき、当年度の

負担に属する額を計上している。

３．その他会計に関する書類の作成のための基本となる重要な事項

(１) 消費税及び地方消費税の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

Ⅱ．予定貸借対照表等に関する注記

１．みなし償却制度の廃止に伴う移行処理について

　平成26年3月31日において、償却資産の取得又は改良に充てるための補助金で現に資本剰余金として整理している額につ

いては、長期前受金として負債（繰延収益）に計上した上で、減価償却見合い分を順次収益化する。
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(単位：千円)

節
本年度
予定額

前年度
予定額

比較

１ 工水事業収益 25,622 25,288 334
１ 営業収益 １ 給水収益 23,587 23,436 151

水道料金 21,191 21,249 △ 58
量水器使用料 252 252 0

仮受消費税 2,144 1,935 209

２ 営業外収益 2,035 1,852 183
１ 受取利息及び配当金 預金利息 621 438 183
５ 長期前受金戻入 受贈財産評価額 1,413 1,413 0
６ 雑収益 その他雑収益 1 1 0

(単位：千円)

節
本年度
予定額

前年度
予定額

比較

１ 工水事業費用 25,622 25,288 334
１ 営業費用 16,659 20,649 △ 3,990

１ 取水及び送水費 3,454 2,725 729
動力費 2,904 2,180 724
修繕費 550 545 5

２ 配水及び給水費 550 545 5
修繕費 550 545 5

３ 総係費 7,891 11,885 △ 3,994
給料 2,692 4,047 △ 1,355
手当等 1,354 2,908 △ 1,554 通勤手当 137

時間外勤務手当 300
住宅手当 0
期末勤勉手当 571
扶養手当 22
管理職手当 35
賞与引当金繰入額 289

法定福利費 1,476 2,278 △ 802 共済負担金 731
法定福利費引当金繰入額 57
退職手当組合負担金 688

旅費 82 130 △ 48 県内 5
県外 77

備消品費 165 218 △ 53
燃料費 132 184 △ 52
印刷製本費 55 55 0
修繕費 55 55 0
通信運搬費 660 681 △ 21
手数料 80 109 △ 29
公課費 9 0 9
委託料 774 920 △ 146 水質検査 774
光熱水費 198 167 31
会費負担金 102 102 0 工水協会負担金 80

その他負担金 22
被服費 11 11 0 11
役務費 46 20 26

令和2年度　国東市工業用水道事業特別会計予算実施計画明細書

収益的収入及び支出

収　　　入

款 項 目 備　考

支　　　出

款 項 目 備　考
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節
本年度
予定額

前年度
予定額

比較

４ 減価償却費 4,753 5,331 △ 578
有形固定資産減価償却費 4,741 5,319 △ 578 建物減価償却費 72

構築物減価償却費 2,707
機械及び装置減価償却費 1,576
その他構築物 386

無形固定資産減価償却費 12 12 0 12
５ 資産減耗費 固定資産除却費 0 152 △ 152
６ その他営業費用 雑支出 11 11 0

2 営業外費用 2,010 1,510 500
２ 消費税及び地方消費税 消費税及び地方消費税 2,000 1,500 500
３ 雑支出 その他雑支出 10 10 0

3 予備費 6,953 3,129 3,824
１ 予備費 6,953 3,129 3,824

予備費 6,953 3,129 3,824

な　　し

(単位：千円)

節
本年度
予定額

前年度
予定額

比較

１ 資本的支出 5,000 6,200 △ 1,200
１ 建設改良費 0 1,200 △ 1,200

２ 施設改良費 0 1,200 △ 1,200
工事請負費 0 1,200 △ 1,200

２ 予備費 5,000 5,000 0
１ 予備費 5,000 5,000 0

予備費 5,000 5,000 0

資本的収入及び支出

款 項 目 備　考

款 項 目 備　考

収　　　入

支　　　出
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